
宿泊税の制度概要（R9.4.1 税率改正後） 
 

🌸宿泊税の目的 

  都市の魅力を高め、国内外の人々の来訪及び交流を促進するとともに、観光の振興を図る施策に要する 

費用に充てることを目的としています。 

 

🌸納入方法等 

《特別徴収制度》 

 

 

 

 

 

      宿泊者                 宿泊事業者 様                長崎市 

                     ※旅館業や住宅宿泊事業を営む方 

《申告納入》 

特別徴収義務者は、毎月末日までに前月分の宿泊税を、施設ごとに「宿泊納入申告書」により申告し、申告額を

納入します。 

《過料、罰則》 

特別徴収義務者が、宿泊税に係る帳簿の記載や保管義務に違反した場合、必要な納税管理人を申告しなかっ

た場合は過料、罰則があります。 

 

🌸納税義務者 長崎市内の旅館・ホテル、簡易宿所、住宅宿泊事業に係る施設の宿泊者 

 

 

 

 

 

 

🌸課税免除 

修学旅行等の学校行事、宿泊を伴うスポーツ大会・文化大会での宿泊は課税免除とします。 

課税免除の詳細については、特別徴収事務の手引き及び長崎市ホームページに掲載しております。 

 

🌸税率改正日 令和 9年 4月 1日（この日以後の宿泊に対し、その宿泊者に適用） 

宿泊料金（税抜き） 税額 

6千円未満 100円 

6千円以上 2万円未満 300円 

2万円以上 500円 

宿泊料金に含まれるものの例 宿泊料金に含まれないものの例 

宿泊に係る対価として宿泊者の意思に

関わりなく支払うべき金額 

・清掃代  ・寝具使用料  ・入浴代  

・寝衣代  ・サービス料、奉仕料 

・宿泊補助金や宿泊助成金など、宿泊者

以外の者がその宿泊に関して支払う額 

・食事代 

・遊興費 

・会議室の利用、休憩及びこれに類する利用行為に係る料金 

・消費税、地方消費税、入湯税などの税 

・自動車代、電話代、土産代、クリーニング代等の立替金 

・宿泊者が任意で支払った心付け、チップ、祝儀等の金額 

税額 

（1人 1泊 

あたり） 

宿泊料金 

 

宿泊税 

宿泊税を 

 

申告納入 

特別徴収義務者 

※宿泊料金がかからない宿泊の

場合、宿泊税は課税されません。 

資料③ 


